


 
 
 
 
 
◆ 地方交付税は、対前年度２．６％減の１，２３６億円 
   なお、臨時財政対策債も加えると、対前年度０．７％増の１，４７８億円 
 
 
 
 
 
 
◆ 県債は、対前年度５８．０％増の１，５１５億円 

ただし、借換債を除く実質ベースでは、対前年度９．７％増の１，０５２億円 
 
 
 
 
 
 
◆  義務的経費は、対前年度１２．５％増の３，８８３億円 

ただし、借換債を除く実質ベースでは、対前年度０．９％減の３，４１９億円 
 
◆  人件費は、退職手当は伸びるものの、総人件費の抑制等への取組等により、対前年度 

０．３％減の２，３７３億円 
 
◆ 公債費は、実質ベースでは、対前年度２．８％減の９３８億円 
 
 
 
 
 
◆ 投資的経費は、対前年度６．３％減の１，２１８億円 

うち単独事業は、対前年度３．１％増の３６８億円 
 
 
 
 
 
 
◆  財政調整基金は、平成２０年度の事業執行及び危機管理対応に必要な額（１０億円）を

残し、１２５億円を活用する。 
 
 
◆ 県債管理基金、その他特定目的基金についても可能な限り活用する。 
 
 
◆  合わせて、３０２億円の基金を活用する。    （H1９活用額 ３３９億円） 
 
 
 

 
 地方交付税は、対前年度３３億円、２．６％の減、ただし、臨時財政対策債
を加えると、対前年度１０億円、０．７％の増を確保 
 

 
 県債は、実質ベースで対前年度９３億円、９．７％の増 
  

 
 義務的経費は、実質ベースで対前年度３２億円、０．９％の減 

 
 投資的経費は、対前年度８２億円、６．３％の減 
  
 

 
 財源不足に対しては、基金の活用により対応 
 



 
 
 
 
◆ 厳しい財政状況のもと、限られた経営資源の中で、事務事業の「選択と集中」を一層進め、

簡素で効率的な「身の丈」にあった行財政運営を進める。 
 
 ○ 総人件費の抑制 
 
  「みえ経営改善プラン（改定計画）」を踏まえ、今後も総人件費の抑制に取り組む。 
 

・ 職員数の計画的な削減 
職員定数の推移（条例定数） 

             
 Ｈ１７ 26,417 人（▲97） 
 Ｈ１８ 26,335 人（▲82） 
Ｈ１９ 26,123 人（▲212） 
Ｈ２０ 25,943 人（▲180） 

             （ ）内は、対前年増減数 
 

・ 平成２０年度おいても平成１９年度に引き続き、知事をはじめとする特別職等の
給料と管理職手当の減額を実施。 

 
○ 事業成果、費用対効果等の視点からの徹底した事務事業の見直し 

 
平成２０年度見直し事業  １０７事業  約 ４２億円の減 

区 分 事 業 数 金  額 
廃止 ６２事業   約  ６億円 
休止     ２６事業   約 ２９億円 
リフォーム     １９事業   約  ６億円 
合 計 １０７事業   約 ４２億円 

 
参考：平成１９年度見直し事業  １６３事業  約 ７１億円の減 

区 分 事 業 数 金  額 
廃止 １１４事業   約 ５２億円 
休止     １２事業   約 １１億円 
リフォーム     ３７事業   約  ８億円 
合 計 １６３事業   約 ７１億円 

 
参考：平成１８年度見直し事業  １８０事業  約 ５７億円の減 

区 分 事 業 数 金  額 
廃止 １００事業   約 ３５億円 
休止     １１事業   約 １０億円 
リフォーム     ６９事業   約 １２億円 
合 計 １８０事業   約 ５７億円 

 

 
財政健全化に向けた取組 

 


